
長野県自然保護レンジャー設置要綱 

 

平成13年３月29日 12環第526号  

改正 平成13年６月１日 13環第126号  

平成14年４月１日 14環第９号   

平成15年４月１日 14環第502号  

平成29年４月１日 28自保第333号 

令和３年３月31日 ２自保第373号 

令和８年４月21日 ８自保第32号  

 

 

  （目的） 

第１条 県民の参加と連携による自然環境の保全を推進し、自然公園等の保護及び適正な

利用並びに自然環境の保全に関する意識の高揚を図るため、長野県自然保護レンジャー

（以下「レンジャー」という。）を置く。 

 

  （定義） 

第２条 この要綱において、自然公園等とは、国立公園、国定公園、県立自然公園、県自

然環境保全地域、郷土環境保全地域、その他自然環境の保全に関し必要と認める地域を

いう。 

 

  （活動） 

第３条 レンジャーは、自然公園等を巡視し、次の各号に掲げる活動を行う。なお、次の

各号に掲げる活動は、特定の宗教団体、政治団体若しくはこれらの外郭団体の活動又は

特定の宗教若しくは政治的目的のための活動と認められるものでないこと。 

(1) 自然公園等の利用者に対し、動植物その他景観の保護、施設の利用等について適切

な指導を行うこと。 

(2) 自然公園等に関する状況について情報を提供すること。 

(3) その他自然環境の保全に関し、必要な活動を行うこと。 

２ レンジャーの活動する区域は、地域振興局を単位として、レンジャーごとに知事が定

める。 

 

  （委嘱） 

第４条 レンジャーは、次の各号に該当する者で長野県自然保護レンジャー申込書（様式

第１号）を提出したものの中から、知事が委嘱する。 

(1) 活動しようとする地域の自然環境について理解に努め、積極的に活動できる者 

(2) ボランティア活動として、自然公園等の保護及び利用の指導にあたる熱意を有す

る者 

(3) 年間10日以上活動区域の巡視のできる者 

(4) 研修会、連絡会議に原則として出席できる者 

(5) 年齢20歳以上の者 

(6) レンジャーとして委嘱されている者にあっては、第12条規定の活動報告書提出実

績のあるもの（委嘱期間が１年に満たない者を除く） 

２ 知事は、前項各号に該当し、かつ、当該地域の自然公園等の実情を熟知している者を、

必要に応じて、市町村長の推薦により委嘱することができる。 

 



（反社会的団体等の排除） 

第５条 レンジャーは、次のいずれにも該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても

該当しないことを確約するものとする。 

(1) 暴力団、暴力団員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動等標ぼうゴロ、特殊知能

暴力集団その他これらに準ずる者（以下「反社会的勢力」という）でないこと 

(2) 霊感商法、高額献金、過度な勧誘等により社会的に問題視されている団体に所属

する者またはその関連団体に所属する者でないこと 

(3) 前号に掲げる団体または反社会的勢力と、役員の重複、資金の流れ、活動目的の

共通性等により、実質的な関係を有すると認められる者でないこと 

(4) 公共の秩序または善良の風俗に反するおそれがある活動を行う者、またはそれを

助長する者でないこと 

２ なお、レンジャー又はレンジャーに登録申込をした者が、前項に定める事由に該当す

ると認められるとき、法令に違反する行為が確認されたとき、申請内容に虚偽があった

とき、その他県の信用を害すると認める場合には、知事は、委嘱をしない、又はレンジャ

ーへの催告を要せず委嘱を取り消すことができる。 

 

  （定員） 

第６条 レンジャーの定員は別に定める。 

 

  （委嘱期間） 

第７条 レンジャーの委嘱期間は３年とする。ただし、期間の途中で委嘱した者について

は、次回改選期までとする。 

 

（委嘱の取消し） 

第８条 知事は、第５条に定める事由に該当する場合のほか、レンジャーが次の各号のい

ずれかに該当する場合には、その委嘱を取り消すことができる。 

(1) 本要綱に定める活動を怠り、又はレンジャーとしてふさわしくない行為を行った

と認められる場合 

(2) 本人又は親族からレンジャーを辞退する旨の申出があった場合 

(3) 転居等により、本人との連絡が取れなかった場合 

 

  （報酬） 

第９条 レンジャーは無報酬とする。 

 

  （留意事項） 

第 10条 レンジャーは、次の各号に掲げる事項に留意して、活動に当たらなければならな

い。 

(1) 巡視に当たっては、別に貸与する腕章を着用し、並びに身分証明書（様式第２号）

を携帯し、原則として複数人で行動するよう努めること。 

(2) 指導に際しては、利用者の人格を尊重し、差別的な取扱いや、不快の念をいだかせ

ることのないように柔軟な態度で接すること。 

 

（運営） 

第11条 地域振興局長は、レンジャーの意識及び資質の向上のため、委嘱式及び研修会を

行う。 

２ 地域振興局長は、レンジャー相互の連携を図り効果的な施策を推進するため、連絡会

議を開催する。 



 

（報告） 

第12条 レンジャーは、当年度の活動状況に関する長野県自然保護レンジャー活動報告書

（様式第３号）を作成し、翌年度の４月30日までに、活動する区域を管轄する地域振興

局長に提出する。ただし、緊急を要する情報については、速やかに報告するものとする。 

２ 地域振興局長は、レンジャーから提出された活動報告書を取りまとめ、速やかに知事

に報告する。 

３ 知事及び地域振興局長は、レンジャーからの報告に対しては、適宜対応するとともに、

必要に応じその結果をレンジャーに報告するものとする。 

 

 

（補則） 

第13条 この要綱の実施に関し必要な事項は別に定める。 

 

 

   附 則 

この要綱は、令和３年３月31日から施行するものとする。 

 

 附 則 

この要綱は、令和８年４月21日から施行するものとする。 


